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第35回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

第35期
（2019年3月1日から2020年2月29日まで）

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

法令並びに当社定款第14条の規定に基づき、上記の事項につきま
しては、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.
uoki.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様に提供しており
ます。

株式会社魚喜

表紙
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

1.内部統制システムについての基本的な考え方とその整備状況

当社は、コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方に基づいて、内部統

制システムについての基本的な考え方とその整備につき取締役会で決議して

おります。この決議内容は適宜見直しを行っております。現在の決議内容は

以下のとおりであります。

1.当社グループの取締役・使用人の業務執行が法令・定款に適合することを確

保するための体制

(1)当社グループは、取締役会規程、職務権限規程等を制定し、それらに規定

された職務分掌及び権限に基づいて業務運営を行う。

(2)当社グループの取締役及び使用人が企業倫理の観点から準拠すべき普遍

的価値観及び具体的な行動指針を示した企業行動指針憲章、使用人の行動

規範をはじめとするコンプライアンスに関連した企業倫理委員会規程を

制定し遵守の徹底を図る。

(3)企業倫理委員会に係る社内体制として、企業倫理委員会責任者（代表取締

役社長）、企業倫理委員会担当取締役及び企業倫理委員会関連業務事務局

を配置する。

(4)職務権限規程を整備し、特定の者に権限が集中しないよう内部牽制の確立

を図る。

(5)内部監査室は、内部監査規程に基づき、法令及び社内規程の遵守状況並び

に業務の有効性及び効率性について監査し、その結果を代表取締役社長及

び監査等委員会に報告する。

(6)当社グループの取締役及び使用人のほか、派遣使用人、下請会社又は委託

先会社の取締役及び使用人が、当社グループが定める通報先に対して、当

社グループ又は当社グループの関連事業に従事する場合における当社グ

ループの取締役及び使用人による法令並びに当社グループが定める規程

等に違反する行為又は違反する恐れのある行為について、通報、報告又は

相談するための内部通報規程を設ける。

2.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1)取締役の職務執行に係る情報については、「文書管理規程」に基づき、適

切かつ確実に検索が容易な状態で保存・管理するとともに、情報種別に応

じて定められた期間、保存する。
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(2)これらの文書、情報等は必要に応じ、必要な関係者が閲覧できる体制を維

持する。

3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)当社グループは、当社グループの信用の失墜等及び当社グループの債権保

全等の損失の危険の管理に関する規程及び体制を設け、当社グループにお

ける企業倫理委員会責任者（代表取締役社長）が中心となって、損失危険

管理規程の運営、管理をすることを基本とする。

(2)当社グループは、企業倫理委員会責任者（代表取締役社長）のほかに別

途、損失危険管理担当取締役を設ける。

(3)取締役会は、損失危険管理規程に基づき、損失危険等の重要な情報の適時

開示を実施するための基準策定をする。

(4)委員長である代表取締役社長及び担当取締役は、重大な不正等の事件等が

発生したときは、ただちに取締役会に報告する。

4.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)取締役会を定例的に毎月開催し、必要あるときは適宜臨時に開催すること

で、重要な事項について審議及び決定し、また重要な報告事項があれば報

告することで職務の執行の効率化を図る。

(2)取締役会は、事業の運営において、事業年度予算を策定し、全社ベースに

落し込みを図り、定例取締役会において、その進捗状況及び結果を検証

し、各事業部並びに各部署にその施策等の指示を通達する。

(3)迅速かつ的確な経営判断及び経営指針を敏速に伝達するために定例的に

取締役並びに執行役員を構成員として経営会議を開催し、必要あるときは

随時開催して、経営課題の検討及び報告をする。

5.当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

(1)当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項について当社への報告

に関する体制を整備する。

(2)当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制を整備する。

(3)当社の子会社の取締役等の職務執行が効率的に行われていることを確保

するための体制を整備する。

(4)当社の子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合す

るための体制を整備する。
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(5)当社は、取締役会において、出席する子会社取締役により、その子会社の

業績、財務状況その他重要な事項について報告を受ける。また「関連会社

管理規程」に基づき担当取締役は、その子会社の業績等について報告を受

ける。

6.監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお

ける当該使用人に関する事項及び当該使用人の監査等委員以外の取締役か

らの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に

関する事項

(1)監査等委員会より、その職務を補助すべき使用人の配置の求めがあった場

合には、監査等委員会と協議のうえ人選を行う。

(2)当該使用人の人事については、監査等委員会と事前に協議を行い、同意を

得たうえで決定する。

(3)当該使用人が、他部署の使用人を兼務する場合は、監査等委員会に係る業

務を優先して従事するものとする。

7.取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他監査等委

員会への報告に関する体制

(1)取締役及び使用人は、法令に違反する事実及び会社に著しい損害を与える

恐れのある事実を知見したときは、監査等委員会に対し即時当該事実関係

の報告をする。

(2)取締役及び使用人は、監査等委員会より業務執行に関する事項の報告を求

められた場合は、即時報告をする。

(3)前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として解雇等いかなる

不利な取扱いも受けない。

8.その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)代表取締役社長は、監査等委員会と定期的に経営方針、当社グループが抱

える問題点等また、監査上の諸問題等についての意見交換の場を持つ体制

をとる。

(2)監査等委員は、社内における重要な会議又はミーティング等に出席するこ

とができる。

9.監査等委員の職務執行について生ずる費用等の処理に係る方針

監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その

他の当該職務の執行について生ずる費用又は償還の処理については、監査等

委員の請求等に従い円滑に行い得る体制とする。
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10.財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

当社グループは、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その

他の関係法令に基づき、有効かつ適切な内部統制の整備及び運用する体制を

構築するとともに、その体制について適正に機能することを継続的に評価

し、必要な是正措置を行う。

11.反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況

(1)当社グループは、反社会的勢力排除については、コーポレート・ガバナン

スの基本的な考え方に基づいて、法令及び企業倫理に則り対応する。

(2)反社会的勢力からの不当な要求又は働きかけをされた場合には、リスク管

理規程に基づいて、担当部署が中心となって一元的かつ組織的に対応す

る。併せて、関係行政機関及び法律専門家との連携を図る。

以上の決議内容に従って、各種規程を設け、各機関を設置し、取締役会を開催

して報告を行うなど、網羅的に内部統制システムを整備しております。

なお、現在のところ、監査等委員会補助社員は置いておりません。

2.業務の適正を確保するための体制の運用状況

上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、上記に掲げた

内部統制システムの施策に従い、その基本方針に基づき具体的な取り組みを

行うとともに、内部統制システムの運用状況について重要な不備が無いかモ

ニタリングを常時行っております。また、当社内部監査室が中心となり当社

グループの各部門に対して、内部統制システムの重要性とコンプライアンス

に対する意識づけを行い当社グループ全体を統括し推進させております。

当事業年度における当社グループの運用状況の概要は、次のとおりです。

1.コンプライアンス体制

法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内報告体

制として、「内部通報規程」を定め、当社及び子会社の役職員からの相談・

通報専用窓口を設置しております。
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2.リスク管理

当社グループに関わる様々なリスクを防止し管理すること、またリスク

発生時に迅速・的確な対応を施し改善することを目的とした「リスク管理

規程」を定め、｢リスク管理委員会」を設置するとともに、緊急時対応とし

て、リスクが顕在化し、当社及び関係者に重大な影響を及ぼす、又は及ぼ

す可能性がある場合には、危機管理のための「危機管理委員会」を適宜設

置する体制をとっております。

3.グループ会社の管理

当社では、「関連会社管理規程」を定め、当社グループ会社の経営方針、

政策等は取締役会の付議事項とするなど、事前の承認及び報告を受ける体

制を整えております。

4.取締役の職務の執行

当社は取締役会規程に基づき原則として月1回の定例取締役会を開催す

るほか、必要に応じ臨時取締役会を開催し、法令及び定款に定める事項の

ほか諸規程に基づく適法性及び経営判断により、業務執行に関する決議を

行っております。また、社内組織の業務と職位の権限と責任を明確にする

ため「業務分掌規程」、「職務権限規程」を定め、業務が組織的かつ有効

的に遂行するよう努めております。

5.監査等委員会

当社は監査等委員会規則に基づき、毎月開催の定例取締役会の前に監査

等委員会を開催しております。監査等委員会では、監査の方針、監査計画

の策定及びその実施状況について情報を共有するとともに、当社の内部統

制の整備、運用状況について、関係先からのヒアリングを通じて確認をし

ており、より健全な経営体制と効率的な運用が行われるよう助言を行って

おります。

また、会計監査人、内部監査室その他内部統制に関わる関連部署と適宜

意見交換を行うなど連携を図り監査の実効性確保、向上に努めております。
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連結株主資本等変動計算書

(2019年３月１日から
2020年２月29日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2019年３月１日　期首残高 941,031 1,029,015 △1,588,874 △5,634 375,537

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

52,447 52,447

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 52,447 － 52,447

2020年２月29日　期末残高 941,031 1,029,015 △1,536,426 △5,634 427,985

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

2019年３月１日　期首残高 13,612 13,612 389,149

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

52,447

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△6,260 △6,260 △6,260

連結会計年度中の変動額合計 △6,260 △6,260 46,186

2020年２月29日　期末残高 7,351 7,351 435,336

－ 6 －
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連結注記表

 1．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数…………………… 1社

・連結子会社の名称…………………株式会社ビッグパワー

②　非連結子会社の状況

　・非連結子会社の名称………………株式会社うおや

・連結の範囲から除いた理由………非連結子会社は小規模であり、純資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、連結の範囲から除いても連結計

算書類に及ぼす影響が軽微であるため連結の範囲から

除外しております。

③　議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子会社としなかった会社等の状況

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社または関連会社の状況

　　該当事項はありません。

②　持分法を適用していない非連結子会社または関連会社の状況

　・主要な会社等の名称………………株式会社うおや

・持分法を適用しない理由…………上記の非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う　

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響

が軽微であるため持分法の適用範囲から除外しており

ます。

　(3) 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

・その他有価証券

・時価のあるもの………………連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

・時価のないもの………………移動平均法による原価法

－ 7 －
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ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品

本部商材…………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

店舗商材…………………………最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

・貯蔵品……………………………最終仕入原価法による原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産……………………定率法

（リース資産を除く）　　　　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法によっており

ます。

ロ．無形固定資産……………………

（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

ハ．リース資産………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証

の取決めがある場合には残価保証額）とする定額法に

よっております。

ニ．長期前払費用……………………均等償却

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率を基礎とした将来の貸倒見込率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金………………………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づ

き当連結会計年度の負担額を計上しております。

ハ．関係会社支援損失引当金………営業を終了した関係会社の損失発生に備えるため、損

失見込額に基づき当連結会計年度の負担額を計上して

おります。

－ 8 －
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④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法………………金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

いるため、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象………ヘッジ手段…金利スワップ

　　　　　　　　　　　　　　　ヘッジ対象…借入金

③ヘッジ方針………………………当社は金融機関からの借入金の一部について、金利変

動によるリスクを回避するため、金利スワップ取引を

利用しております。

④ヘッジ有効性評価の方法………金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、

有効性の判定を省略しております。

(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

(3)消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 2．表示方法の変更に関する注記

　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

　　を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰

　　延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

　　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において「固定負債」に区分しておりました　

　　「繰延税金負債」は、投資その他の資産の「繰延税金資産」に含めて表示しております。

 3．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 1,078,957千円

 4．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 2,555千株 －千株 －千株 2,555千株

（注）発行済株式の総数は、表示単位未満を切り捨てて記載しております。

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

該当事項はありません。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

該当事項はありません。

－ 9 －
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(3) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 5．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また、資

金調達については銀行借入による方針であります。

デリバティブは、将来の金利変動リスク回避を目的とし、投機的な取引は行わない方針

であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引先ご

とに期日及び残高を管理するとともに、適宜回収懸念の早期把握に努めております。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスク及び発行体の信用リスク等が存在します。投資

有価証券については、時価や発行体の財政状態を把握し管理しております。

　敷金及び保証金は、取引先の信用リスクに晒されております。

　買掛金及び未払金は、ほとんどが1ヶ月以内に支払期日が到来します。担当部署が、資

金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理

しております。

　短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。

　長期借入金は、設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。

　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした

金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッ

ジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「(4)会計方針に関する事項④

その他連結計算書類作成のための重要な事項（1）ヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2020年2月29日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりです。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりませ

ん。(注2参照)

－ 10 －
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（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額（＊）

時価（＊） 差額

(1)現金及び預金 1,051,121 1,051,121 －

(2)売掛金 527,448 527,448 －

(3)投資有価証券 64,542 64,542 －

(4)敷金及び保証金 360,624 362,582 1,958

(5)買掛金 (735,891) (735,891) －

(6)短期借入金 (250,000) (250,000) －

(7)1年内返済予定の
　 長期借入金

(212,512) (212,512) －

(8)未払金 (295,695) (295,695) －

(9)預り金 (47,627) (47,627) －

(10)長期借入金 (341,909) (336,242) 5,666

(11)デリバティブ取引 － － －

(＊)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注）1．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(3) 投資有価証券

　時価について、株式は取引所の価格に基づいて算定した価額によっております。

(4) 敷金及び保証金

　時価は、貨幣の時間価値を反映した無リスクの利率で割り引いて現在価値を算定して

おります。

(5) 買掛金、(6) 短期借入金、(7) 1年内返済予定の長期借入金、(8) 未払金、

(9) 預り金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

－ 11 －
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(10) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金

は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記(11)参照）、当該金利スワップと

一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的

に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(11) デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体と

して処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しておりま

す。（上記(10)参照）。

2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 0

長期預り保証金 92,545

　非上場株式等については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

　長期預り保証金については、市場価格がなく、かつ、実質的な預り期間を算定すること

が困難であることから、時価開示の対象としておりません。

 6．1株当たり情報に関する注記

(1)  1株当たり純資産額 170円47銭

(2)  1株当たり当期純利益 20円54銭

－ 12 －
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株主資本等変動計算書

(2019年３月１日から
2020年２月29日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

そ の 他
利益剰余金

利益剰余金
合 計

繰越利益
剰 余 金

2019年３月１日　期首残高 941,031 1,029,015 1,029,015 14,000 △1,683,538 △1,669,538 △5,634 294,873

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 45,556 45,556 45,556

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 45,556 45,556 ― 45,556

2020年２月29日　期末残高 941,031 1,029,015 1,029,015 14,000 △1,637,982 △1,623,982 △5,634 340,429

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2019年３月１日　期首残高 13,612 13,612 308,485

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 45,556

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

△6,260 △6,260 △6,260

事業年度中の変動額合計 △6,260 △6,260 39,295

2020年２月29日　期末残高 7,351 7,351 347,781

－ 13 －
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個別注記表

 1．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式………………………移動平均法による原価法

ロ．その他有価証券

・時価のあるもの…………………事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

・時価のないもの…………………移動平均法による原価法

②たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ．商品

本部商材…………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

店舗商材…………………………最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

ロ．貯蔵品……………………………最終仕入原価法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産…………………………定率法

（リース資産を除く）　　　　　　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法によっており

ます。

②無形固定資産…………………………

（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

③リース資産……………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証

の取決めがある場合には残価保証額）とする定額法に

よっております。

④長期前払費用…………………………均等償却

(3) 引当金の計上基準

①貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率を基礎とした将来の貸倒見込率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金……………………………従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき

当事業年度の負担額を計上しております。

③関係会社支援損失引当金……………営業を終了した関係会社の損失発生に備えるため、損

失見込額に基づき当事業年度の負担額を計上しており

ます。

－ 14 －
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(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　ヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法………………金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

いるため、特例処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象………ヘッジ手段…金利スワップ

　　　　　　　　　　　　　　　　ヘッジ対象…借入金

ハ．ヘッジ方針………………………当社は金融機関からの借入金の一部について、金利変

動によるリスクを回避するため、金利スワップ取引を

利用しております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法………金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、

有効性の判定を省略しております。

②　連結納税制度の適用

　　連結納税制度を適用しております。

③　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 2．表示方法の変更に関する注記

　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

　　を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税

　　金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

　　この結果、前事業年度の貸借対照表において「固定負債」に区分しておりました「繰延税　

　　金負債」は、投資その他の資産の「繰延税金資産」に含めて表示しております。

 3．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,149,269千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①短期金銭債権 46,426千円

②短期金銭債務

③長期金銭債権

4,654千円

29,220千円

(3) 債務保証

　　下記関係会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

　　株式会社ビッグパワー　　　　　　　　　　　　　　　　　　65,683千円

 4．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①営業取引による取引高

販売費及び一般管理費

②営業取引以外の取引高

46,498千円

1,000千円

－ 15 －

個別注記表



2020/05/07 14:03:58 / 19601250_株式会社魚喜_招集通知

 5．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 2千株 －千株 －千株 2千株

（注）自己株式の数は、表示単位未満を切り捨てて記載しております。

 6．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、事業税等であり、繰延税金負債の発生の主

な原因は、その他有価証券評価差額であります。

 7．関連当事者との取引に関する注記

子会社等
（単位：千円）

種 類
会社等の
名 称

議 決 権 の
所 有 割 合

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取 引 金 額
( 注 ２ )

科 目 期末残高

子 会 社
株式会社
ビ ッ グ
パ ワ ー

直接100％
役員の兼務
不 動 産 の
賃借(注１)

売上代金の回収 435,541 売掛金 38,631

手数料の受取 1,000 － －

債務保証（注３） 65,683 － －

子 会 社
株式会社
う お や

直接100％
仕 入 代 行
業 務

仕入立替額の回収 50 長期未収入金 17,300

（注）1．当社がテナント出店しており、出店条件については一般の取引条件と同様に決定してお

ります。

2．取引金額には、消費税等を含めておりません。

3．株式会社ビッグパワーに対する債務保証は、金融機関からの借入金に対して保証したも

のであります。

 8． 1株当たり情報に関する注記

(1)  1株当たり純資産額 136円19銭

(2)  1株当たり当期純利益 17円84銭

－ 16 －
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